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研究成果の概要（和文）：地方公務員（約270万人）の給与体系・水準決定に関する法制度と実態の間には大き
なかい離があるが、学術的に検討されることは殆どなかった。本研究は、このような学問上の空隙を埋め、中央
政府が地方政府の職員給与決定にどのようにかかわっているのかを明らかにするとともに、その背景にある政治
的・行政的要因を検証しようとするものである。
地方自治法の文言が「指導」から「助言」に1999年に変わったが、事実上の指導は継続してきた。地方の側に受
け入れるインセンティブがあったからだ。しかし、非正規雇用に関する会計年度任用職員制度の創設・施行
（2020年）は、この関係に関して新たなフェーズをもたらす可能性がある。

研究成果の概要（英文）：There is a big gap between the legal system and the actual situation 
regarding the salary system and salary-level determination of local government employees (about 2.7 
million people), but it has hardly been considered academically. In this research, we tried to fill 
in such an academic gap, clarify how the central government is involved in the salary decision of 
local government staff, and examine the political and administrative factors behind it. It is said 
that.
The wording of the Local Government Act changed from "guidance" to "advice" in 1999, but de facto 
guidance has continued. It is because there was an incentive for the local side to accept it. 
However, the creation and enforcement of the fiscal year appointment staffing system for non-regular
 employment (2020) may bring about a new phase in this relationship.

研究分野： 行政学

キーワード： 地方公務員の給与決定

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
中央政府側が指導に近い助言をする理由としては、地方の牧民官たる総務省の存在意義を事実上守るためと考え
られる。国の給与制度や給与水準からの逸脱は、地方住民の反発を招くだけでなく、財務省との関係では地方交
付税交付金削減のための口実とされてしまう可能性があるからだ。給与体系と給与水準決定という、本来自治体
の自治事務に関して、強制力のない総務省の事実上の指導を地方が受け入れるのもまた、そのことが対中央との
良好な関係構築に資するからだ。これら、互いの相互了承の合意のもとに、新法のもとでも事実上の指導が継続
している。
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１．研究開始当初の背景 
 
地方公務員の給与体系・水準の決定に関する制約条件は、法制度的には地方公務員法上の根

本原則（職務給の原則、給与条例主義の原則等）と地方自治法上の手当の種類の規定だけであ
る。その範囲内でいかなる給与体系・水準をとるかは，各自治体が自主的に決定できる建て前
となっている。ところがその実態をみると、全国的に比較的共通の給与体系がとられ、ラスパ
イレス指数による給与水準の比較でも類似の傾向にあることなど、地方の側の自主性・自律性
がある程度制約されているようにも見える。 
研究代表者（稲継）は『人事・給与と地方自治』（2000 年、東洋経済新報社）において、1960

年代からの自治庁・自治省による標準職務表（職務の等級構成の標準例を示す）を通じた指導
と、1974 年からの自治体別のラスパイレス指数公表等の（時には起債制限等の強硬な手段を使
った）給与指導が、自主性・自律性に制約をもたらしたことを明らかにした。 

2000 年代に入り自治省が総務省に統合され、また地方分権一括法が施行されたが、中央政府
による事実上の給与指導は継続している。法改正により、「指導」は「助言」へと弱い権限とな
ったが、自治体側の受け止め方は変わらないようである。2007 年の人事院勧告（人勧）による
給与構造改革（給与カーブのフラット化、給与全体を嵩下げし都市部に地域手当を配分）も殆
どの自治体で受け入れられ、非都市圏の自治体は大きな給与ダウンを甘受した。その後、民主
党政権下での国家公務員の給与カット（1 割カット。震災財源を生み出すという理由）につい
ても中央政府は地方政府に対して従うよう指導（助言）した。従来、人勧準拠、各県人事委員
会勧告準拠を継続して謳ってきた中央政府にとっては大きな方向転換とも見えた。だが、さら
なる給与構造改革を打ち出した 2014 年の人勧については、総務省は再び地方に準拠を求め、
地方公務員全体で実施されると 2100 億円の歳出削減になると試算している。 
地方公務員給与について、中央政府の地方政府に対する関与がこのように継続している実態

は、どのように解釈することができるのか。地方分権一括法が施行されたものの、垂直的行政
統制が継続していると解釈すべきなのだろうか。 
他方で、まったく新たな独自給料表を作成する自治体も出てきた。2012 年から大阪府の部長

級・次長級の給料表は「シングルレート」となった。年齢や勤続年数にかかわらず給料はそれ
ぞれ同額であり、職務給を徹底している。また、現在検討中と聞くが、大阪府箕面市はさらに
徹底した職務給の給与体系を作成しようとしている。若手職員に給与を積み、年功序列を基本
的になくすような給与体系である。広島県でも類似の動きがある。中央政府に対して反旗を翻
しているかに見えるこのような地方の動きはどのように解釈すべきなのか。こういった独自給
料表を策定した場合、中央政府の関与はどのようになるのか。 
 
２．研究の目的 

 
本研究の目的は、①地方公務員給与について、中央政府から地方政府への関与の範囲と程度

を明らかにし、②地方政府が関与を受容している場合、その政治的・行政的要因を明らかにす
ることである。また、③諸外国における地方公務員の給与決定への中央政府の関与の範囲と程
度について調べ、①②のことと合わせ考察して、日本の中央地方関係についての理論モデルを
検証することにある。 
 
３．研究の方法 
 
上記２で述べた①②については、自治庁・自治省以来の関連資料を紐解くとともに、現在ど

のような関与があるのかについて、中央政府と地方政府にヒアリングし、さらに、全地方政府
に対するアンケート調査を実施した。また、③については、諸外国とりわけとりわけ英米独仏
の地方公務員給与決定について文献サーベイを行うとともに、現地調査を行った上で、日本と
の比較を進めた。 

 
４．研究成果 
 
平成 27年度は日本における法制度の変遷について調査を行うとともに、総務省研究会のトレ

ースを行った。また、ドイツおよびフランスにおける実情を調査するため、自治体国際化協会
の協力も得て、ドイツのヘッセン州内の自治体およびフランスのパリ市、フランス内務省、お
よび州政府に対するヒアリングを行った。 
 28 年度は英国の地方自治体の訪問調査を行った。使用者側を代表する地方自治体の連合体
（日本の地方６団体に相当）である Local Government Association, 自治体労働者組合（日本
の自治労にあたる）である Unison においてヒアリングをするとともに、Lambeth 自治体、
Greenwich 自治体、Tandridge 自治体を訪問して、それぞれ給与担当者にヒアリングを行った。 



日本に関しては、上記のトレースを行った後、日本の都道府県および全市町村特別区を対象
としたアンケート調査を発送し、その回収を行った。さらに、日本国内における自治体へのヒ
アリング調査を進めるとともに、定期的に研究会をもって過年度のアンケート調査結果の分析
への手がかりを得ようとした。アンケート調査の結果の一部は、大谷基道・稲継裕昭・竹内直
人著「アンケート調査結果から見た地方自治体の人事行政運営の実態―能力・実績に基づく人
事管理、再任用、給与決定に関する国の関与にて公表した。 
また、代表者は以前から懸案の東日本大震災被災地における応援職員の処遇、給与支払い、

帰任後の給与格付け等についての調査も進めた。調査結果については、稲継裕昭「自然災害多
発国日本における自治体間連携の展開」（2018）、稲継裕昭「被災自治体への応援職員のあり方
について」（2017）などの諸論文および編著にて公表した。 
さらに、地方公務員制度の大転換にあたる臨時・非常勤職員制度の変更を目前として、会計

年度任用職員制度へと非正規雇用地方公務員を転換するに際して、給与決定がどのようになさ
れるのか、また、それに対して、国（総務省公務員部）はどのような指導を行うのか、につい
て、調査研究を進めた。結果については、稲継裕昭著『この 1冊でよくわかる!自治体の会計年
度任用職員制度』の著書やその他の論文にて公表した。 
分担研究者もそれぞれの興味を持つ分野について、地方公務員の給与決定という観点からの

研究を進めた。主な発表論文等は５．の通りである。 
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